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１．事業に取り組む経緯や課題
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①県内における外国人住民数の急増

→ ここ５～６年間で約３，５００人の増加
【背景】 県内の電子部品製造業でのブラジル人の雇用増

②地域の日本語教室への支援（県内２０教室）

→ ピーク時から５教室減少
【課題】 ボランティアの高齢化、担い手不足、経費負担など

③県域が広く（中山間地・離島含む）、公共交通機関が不便

→ 日本語教室が不在の市町村 ８／１９（町村）
【課題】 地域の日本語教室に通えない外国人住民が多い

④ しまね国際センターのマンパワー不足、県の財源不足
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２．事業の体系図

① 「やさしい日本語」出前講座

（県民、学校、企業、行政等）

②訪問型日本語教室の開催

③ 「日本語教室MAP」の作成
（広報、外国人の利用促進）
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訪問型日本語教室について
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■地域の日本語教室に通うことができない（時間が合わない、遠
くて通えない）外国人住民へ、日本語ボランティアが個別に訪
問し、日本語を指導するもの

しまね国際センター

日本語ボランティア

養成・サポート

日本語教室
不在地域A

公民館・集会所

公民館・集会所

不在地域C

不在地域B

訪問・指導

【特色】
○ 県独自教材（テキスト）を使用
〇 ９０分×１０回のプログラム
〇公民館・集会所を利用
〇受講料は無料
〇日本語ボランティアには謝金・
旅費を支給



総合調整会議について
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■会議の構成は、県が平成27年度から実施している「外国人地
域サポーター制度」と連携した体制により運営

【参考】外国人地域サポーター制度
○外国人住民の支援にあたり、行政等との橋渡し役となるボランティア
〇サポーターは市町村からの推薦による
○令和２年度：１５個人・団体（うち外国人４名）

【事務局】
県・しまね国際センター

【専門家】
大学准教授

多文化共生マネージャー

【外国人地域サポーター】
地域の日本語教室のメンバー
外国人支援団体のメンバー

【市町村】
多文化共生担当課

環境整備・教材等の
アドバイス

地域の日本語教室の状況
外国人住民の実情の把握等
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【令和2年度事業（その他）】
■平成30年度に作成した県独自教材の改訂
副教材の作成（学習者用の書き込みノート等）
■企業訪問型日本語教室の開催（令和元年８月～）
■日本語ボランティア・学習者のマッチングシステム作成

【今後の課題】
■訪問型日本語教室の広報、利用促進
（外国人材を雇用している企業向けへの周知）

■地域の日本語教室へのさらなる支援
（県独自教材の提供、研修会の開催、経費支援など）


